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「２１世紀ＣＯＥプログラム」に関する参考データ集計結果の概要

◆回答数：２７２拠点中、２５１拠点（回答率：９２．３％）

Ⅰ 「人材養成面」．

１．大学院生の在籍状況

① 事業推進担当者が所属する全専攻の入学定員数は、現在１４，７２９人で申請時（１

４，０８０人）より６４９人増加（申請時より４．６ポイント上昇）している。

② 同志願者数は、現在１６，９２１人で申請時（１５，５５７人）より１，３６４人増

加（申請時より８．８ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「社会科学」、

（６３．６ポイント）が最も高い割合で上昇している。

また、外国人志願者数は、全体数では若干の減少が見られるが、分野別の状況を見る

と 「化学、材料科学 （２７．７ポイント）が最も高く、次いで「学際、複合、新領、 」

域 （平成１５年度採択 （２２．４ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合」 ）

で上昇している。

③ 同入学者数は 現在１３ ４６０人で申請時 １２ ６８１人 より７７９人増加 申、 ， （ ， ） （

． ） 。 、「 、 、 、請時より６ １ポイント上昇 している 分野別の状況を見ると 機械 土木 建築

その他工学 （１９．２ポイント）が最も高く、次いで「学際、複合、新領域 （平成」 」

１４年度採択 （１４．８ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇して）

いる。

また、外国人入学者数は、全体数では若干の減少が見られるが、分野別の状況を見る

と 「機械、土木、建築、その他工学 （２６．３ポイント）が最も高く、次いで「数、 」

学、物理学、地球科学 （１８．１ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で」

上昇している。

④ 同③のうち、他大学の出身者数は、現在５，０４２人で申請時（４，８０２人）より

２４０人増加 申請時より５ ０ポイント上昇 している 分野別の状況を見ると 数（ ． ） 。 、「

学、物理学、地球科学 （１９．０ポイント）が最も高く、次いで「学際、複合、新領」

域 （平成１５年度採択 （１３．２ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合」 ）

で上昇している。

また、他大学の出身の外国人数は、全体数では若干の減少が見られるが、分野別の状

況を見ると 「学際、複合、新領域 （平成１５年度採択 （１７．３ポイント）が最も、 」 ）

高く、次いで「機械、土木、建築、その他工学 （１７．０ポイント）の順で、それぞ」

れ申請時より高い割合で上昇している。

⑤ 同③のうち、事業推進担当者が指導教員となっている入学者数は、現在３，９４７人

で申請時（３，２６３人）より６８４人増加（申請時より２１．０ポイント上昇）して

いる。分野別の状況を見ると 「化学、材料科学 （６０．７ポイント）が最も高く、、 」

次いで「人文科学 （４８．８ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇」

している。

また、事業推進担当者が指導教員となっている外国人入学者数は、全体数で若干の増

加が見られ、分野別の状況を見ると 「学際、複合、新領域 （平成１４年度採択 （１、 」 ）

０６．３ポイント 、次いで「数学、物理学、地球科学 （１００．０ポイント）で、） 」

それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

⑥ 同在籍者数は、現在４９，０１２人で申請時（４２，９９８人）より６，０１４人増

加（申請時より１４．０ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「学際、複、

合、新領域 （平成１４年度採択 （３３．４ポイント）が最も高く、次いで「情報、」 ）

電気、電子 （２９．４ポイント）の順となっており、全ての分野において上昇してい」

る。
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また、外国人在籍者数は、全体数では１，０５５人増加（申請時より１６．２ポイン

ト上昇）しており、分野別の状況を見ると 「情報、電気、電子 （４７．５ポイント）、 」

が最も高く、次いで「学際、複合、新領域 （平成１４年度採択 （３６．７ポイント）」 ）

の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

⑦ 同⑥のうち、事業推進担当者が指導教員となっている在籍者数は、現在１３，４９２

人で申請時（１０，６３４人）より２，８５８人増加（申請時より２６．９ポイント上

昇）している。分野別の状況を見ると 「化学、材料科学 （７４．７ポイント）が最、 」

も高く、次いで「情報、電気、電子 （６８．５ポイント）の順となっており、全ての」

分野において上昇している。

また、事業推進担当者が指導教員となっている外国人在籍者数は、全体数では５３５

（ ． ） 、 、「 、人増加 申請時より３５ ５ポイント上昇 しており 分野別の状況で見ると 情報

電気、電子 （８０．２ポイント）が最も高く、次いで「人文科学 （７０．１ポイン」 」

ト）の順となっており、同様に全ての分野において上昇している。

⑧ 事業推進担当者が所属する全専攻を含む研究科全体の状況を見ると、入学定員、志願

者数（外国人志願者数を除く 、入学者数、在籍者数のいずれも上記①～⑦と同様に増）

加傾向が見られる。

【 】まとめ

入学志願者数、入学者数等については、年度や分野により若干状況が異なるが、全体で

見ると増加傾向となっている。

また、在籍者数等については、外国人も含め、全ての分野において増加傾向が見られ、

本プログラムの推進によって、入学志願者を含めた大学院生の量的確保の面で、全体的に

効果があったことが窺える。

さらに、本プログラムを実施している専攻を含む研究科全体の状況においても、入学志

願者数、入学者数、在籍者数等の全ての面で増加傾向が認められ、本プログラムを実施し

ている専攻に限らず、大学院生の確保の面で、研究科全体の活性化に対する波及効果が少

なからずあったことも窺える。

２．大学院生等の雇用状況

① 事業推進担当者が所属する全専攻における雇用状況のうち、ＲＡ（リサーチ・アシス

） 、 ， （ ， ）タント として経済支援を受けている者は 現在８ １７８人で申請時 ３ １５７人

より５，０２１人増加（申請時より１５９．０ポイント上昇）している。このうち、Ｃ

ＯＥ経費で雇用しているＲＡは全体で４，６００人であり、増加分の９割以上を占めて

いる。分野別の状況を見ると 「化学、材料科学 （６３９．０ポイント）が最も高い、 」

割合で上昇し、次いで「生命科学 （３５２．５ポイント）の順であり、全ての分野に」

おいて上昇しており、分野別においても増加した人数とＣＯＥ経費による雇用の割合が

ほぼ等しく、増加分の９割以上を占めている。

また、うち外国人のＲＡも現在、１，２９９人で申請時（５１５人）により、７８４

人増加（申請時より１５２．２ポイント上昇）しており、ＣＯＥ経費による外国人雇用

者も全体で６１７人であることから、外国人においても同様にＣＯＥ経費による雇用の

増加の状況が窺える。

② ポスドクとして雇用されている者［博士号取得後の任期付の職（非常勤職員等 、学）

振ＰＤ等］は、現在４，０２９人で申請時（１，８０３人）より２，２２６人増加（申

請時より１２３．５ポイント上昇）し、うち他機関出身者数については、現在１，９０

（ ） ， （ ． ）８人で申請時 ６０５人 より１ ３０３人増加 申請時より２１５ ４ポイント上昇

しており、特に他機関出身のポスドクが増加している。

また、これらのうち、ＣＯＥ経費で雇用しているポスドクは全体で１，４１５人（う

ち他機関出身者は７６３人）であり、増加分の６割程度を占めている。次に、分野別の

状況を見ると、全体では「学際、複合、新領域 （平成１４年度採択 （１９５．９ポ」 ）
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イント）が最も高く、次いで「化学、材料科学 （１９１．１ポイント）の順で、それ」

ぞれ申請時より高い割合で上昇し、うち他機関出身者では 「化学、材料科学 （３０、 」

０．０ポイント）が最も高く、次いで「数学、物理学、地球科学 （２９４．５ポイン」

ト）の順となっており、全ての分野において上昇している。

さらに、うち外国人のポスドクも全体で現在８１３人（うち他機関出身者５７０人）

で申請時（３１２人（うち他機関出身者２００人 ）より、５０１人（うち他機関出身）

者３７０人）増加（申請時より１６０．６ポイント（うち他機関出身者１８５．０ポイ

ント ）している。）

なお、うち外国人のポスドクにおいてもＣＯＥ経費による雇用者が３４８人（うち他

機関出身者２２８人）であり、全体の増加分の大半を占めており、ＣＯＥ経費による雇

用の増加の状況が窺える。

③ 研究員として雇用されている者［ポスドクを除く、任期なしまたは博士号取得前等］

は、現在２，２４２人で申請時（１，１０７人）より１，１３５人増加（申請時より１

０２ ５ポイント上昇 し うち他機関出身者数については 現在７７９人で申請時 ３． ） 、 、 （

９４人）より３８５人増加（申請時より９７．７ポイント上昇）している。

また、これらのうち、ＣＯＥ経費で雇用している研究員は全体で６５５人（うち他機

関出身者２０５人）であり、増加分の５割強を占めている。次に、分野別の状況を見る

と、全体及び他機関出身者ともに「人文科学 「学際、複合、新領域 （平成１５年度」、 」

採択）がそれぞれ高い割合で上昇している。

④ ＴＡ（ティーチング・アシスタント）として雇用されている者は、現在１７，３８０

（ ， ） （ ． ） 、人で申請時 １６ ８２４人 より５５６人増加 申請時より３ ３ポイント上昇 し

このうちＣＯＥ経費で雇用しているＴＡは２８０人となっている。

分野別に見ると分野によっては減少している場合も見受けられるが、大半の分野は申

請時よりもやや上昇傾向にあることが窺える。

⑤ 支援系その他として雇用されている者［研究支援推進員など研究プロジェクト等の研

究支援のための熟練した技術を持つ者、事務的側面から研究をサポートする事務員等］

は、現在５，４３４人で申請時（３，５０９人）より１，９２５人増加（申請時より５

４．９ポイント上昇）し、このうちＣＯＥ経費による雇用者は９３８人となっている。

次に分野別の状況を見ると 「情報、電気、電子 （１２４．５ポイント）が最も高、 」

い割合で上昇し、次いで「社会科学 （１１１．６ポイント）の順であり、同様に全て」

の分野において上昇している。

【 】まとめ

大学院生等の雇用状況については、ＲＡ、ポスドク、研究員、支援系その他職員におい

て、申請時に比べ大幅に雇用者が増加している。特に、ＲＡ、ポスドクにおいては、全体

の雇用者数に比して、ＣＯＥ経費による雇用者数の増加が認められるところであり、本プ

ログラムによって若手研究者に対する支援が充実していることが窺われる。

また、ＲＡ及びポスドクにおける外国人雇用者数の大幅な増加、さらにポスドク、研究

員における他機関出身者（外国人を含む）の雇用者数の大幅な増加が、全ての分野におい

て見られ、本プログラムを介して、大学院生・若手研究者等の流動性にも大きく貢献して

いることが窺える。

なお、ＴＡに関しては、学部学生等に対する実験、実習、演習等の授業に係る教育補助

業務を行うものであるため、雇用者の大幅な増加が見られなかったものと推察される。

大学院生等の雇用状況全般にわたって見ると、全ての面で増加傾向が認められ、大学院

生等の経済支援の充実はもとより、学修・研究環境の向上の面でも非常に大きな効果があ

ったことが窺える。

３．大学院生等の就職先状況

① 全体の就職者数は 現在４ ９３９人で申請時 ４ １６７人 より７７２人増加 申、 ， （ ， ） （
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請時より１８．５ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「学際、複合、新、

領域 （平成１５年度採択 （４５．８ポイント）が最も高く、次いで「学際、複合、」 ）

新領域 （平成１４年度採択 （３６．１ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い」 ）

割合で上昇しており、その他の分野も、採択から１年しか経過していない「革新的な学

術分野 （平成１６年度採択）を除いて、増加傾向を示している。」

② 以下、区分ごとに見ていくと、同一大学においてポスドクとなった者の数は、現在６

０７人で申請時（３９０人）より２１７人増加（申請時より５５．６ポイント上昇）し

。 、「 、 、 」（ ）（ ．ている 分野別の状況を見ると 学際 複合 新領域 平成１５年度採択 １３５

３ポイント）が最も高く、次いで「医学系 （１２８．９ポイント）の順で、それぞれ」

申請時より高い割合で上昇しており、その他の分野も全て増加傾向を示している。

③ 他大学等においてポスドクとなった者の数は、現在４９２人で申請時（４４６人）よ

り４６人増加（申請時より１０．３ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると、

「人文科学 （４５０．０ポイント）が最も高く、次いで「医学系 （１１１．３ポイ」 」

ント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

④ 大学の助手または講師となった者の数は、現在７３１人で申請時（６６１人）より７

０人増加（申請時より１０．６ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「学、

際、複合、新領域 （平成１５年度採択 （８１．０ポイント）が最も高く、次いで「生」 ）

命科学 （５６．４ポイント 「人文科学 （５０．０ポイント）の順で、それぞれ申」 ）、 」

請時より高い割合で上昇している。

⑤ 公的な研究機関に就職した者の数は、現在４３３人で申請時（３６２人）より７１人

増加（申請時より１９．６ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「学際、、

複合、新領域 （平成１５年度採択 （１１２．５ポイント）が最も高く、次いで「数」 ）

学、物理学、地球科学 （８５．０ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で」

上昇している。

⑥ 企業の研究開発部門に就職した者の数は、現在７９７人で申請時（６００人）より１

９７人増加 申請時より３２ ８ポイント上昇 している 分野別の状況を見ると 学（ ． ） 。 、「

際、複合、新領域 （平成１５年度採択 （１８５．７ポイント）が最も高く、次いで」 ）

「社会科学 （１７５．０ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇して」

いる。

⑦ 企業の研究開発部門以外に就職した者の数は、現在１８７人で申請時（１４４人）よ

り４０人増加（申請時より２９．９ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると、

「人文科学 （１３３．３ポイント）が最も高く、次いで「情報、電気、電子 （８０．」 」

０ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

⑧ ②～⑦以外に就職した者等の数は、現在１，６６９人で申請時（１，５５６人）より

１１３人増加 申請時より７ ３ポイント上昇 している 分野別の状況を見ると 学（ ． ） 。 、「

際、複合、新領域 （平成１４年度採択 （８３．３ポイント）が最も高く、次いで「機」 ）

械、土木、建築、その他工学 （２４．１ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い」

割合で上昇している。

【 】まとめ

大学院生等の就職者数については、年度や分野により若干状況が異なるが、全体で見

ると増加傾向となっている。

また、同一大学においてポスドクとなった者及び企業の研究開発部門に就職した者に

ついては、全ての分野において増加傾向が見られる。

これらのことから、本プログラムの目的として意図する「若手研究者の養成を図る組

織的な「場」づくりを目指す」という側面や、キャリアパス形成の面で、大学のみなら
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ず産業界での活躍など、全体的に着実な効果を挙げつつあることが窺える。

４．大学院生の学会発表、学術雑誌等への論文等発表数

① 国内外を合わせた学会発表数は、現在４０，４４４回（うちＣＯＥの成果に係るもの

２７，５８２回、全体の６８．２％）で、申請時（３１，５２３回）より８，９２１回

増加（申請時より２８．３ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「人文科、

学 （１２０．４ポイント）が最も高く、次いで「社会科学 （７３．５ポイント）の」 」

順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

、「 」 、 ， （ 、なお 人文科学 では 現在１ ６８２回 うちＣＯＥの成果に係るもの９１７回

全体の５４．５％）で、申請時（７６３回）より９１９回増加しており、増加分のうち

９９．８％が、ＣＯＥの成果に係るものである。

② ①のうち、国内における学会発表数は、現在３０，５００回（うちＣＯＥの成果に係

るもの２０，１８５回、全体の６６．２％）で、申請時（２４，９９４回）より５，５

０６回増加 申請時より２２ ０ポイント上昇 している 分野別の状況を見ると 人（ ． ） 。 、「

文科学 （１０７．４ポイント）が最も高く、次いで「社会科学 （５７．３ポイント）」 」

の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

③ ①のうち、国外における学会発表数は、現在９，９４４回（うちＣＯＥの成果に係る

もの７，３９７回、全体の７４．４％）で、申請時（６，５２９回）より３，４１５回

増加（申請時より５２．３ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「社会科、

学 （２４０．７ポイント）が最も高く、次いで「人文科学 （２０５．９ポイント）」 」

の順で、それぞれ申請時よりかなり高い割合で上昇している。

、 ， （ ， 、④ 論文等発表数は 現在１５ ９０４回 うちＣＯＥの成果に係るもの１０ ２８４回

全体の６４．７％）で、申請時（１２，０６９回）より３，８３５回増加（申請時より

３１．８ポイント上昇）している。分野別の状況を見ると 「人文科学 （１１０．７、 」

） 、 「 」（ ． ）、「 、 、 」ポイント が最も高く 次いで 社会科学 ７６ ７ポイント 情報 電気 電子

（７０．９ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

⑤ ④のうち、レフェリー付学術雑誌に発表した数は、現在１１，１７０回（うちＣＯＥ

の成果に係るもの７，５７８回、全体の６７．８％）で、申請時（８，７７４回）より

２，３９６回増加（申請時より２７．３ポイント上昇）している。分野別の状況を見る

と 「人文科学 （１１８．１ポイント）が最も高く、次いで「社会科学 （１０６．２、 」 」

ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

】【まとめ

大学院生の学会発表数については、全ての分野において増加傾向となっており、特に

「人文科学 「社会科学」の分野で顕著な伸びを見せている。また、国外での学会発」、

表数についても大幅に増加している。

また、大学院生の論文等発表数についても、ほぼ全ての分野において増加傾向が見ら

れ、同様に「人文科学 「社会科学」の分野で顕著な伸びを見せている。」、

これらのことから、本プログラムの推進によって 「大学院生の研究活動、水準の向、

上に役立っている」というアンケート結果を裏付ける一つの目安とも言え、国際的な場

で活躍する若手研究者の養成に着実な効果を挙げつつあることが窺える。

Ⅱ 「教員の研究活動面」．

１．論文数

① 事業推進担当者が著者又は共著者となっている論文数は、現在２７，１４８件で申請

時（２４，５０５件）より２，６４３件増加（申請時より１０．８ポイント上昇）して
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いる。分野別の状況を見ると 「人文科学 （４５．８ポイント）が最も高く、次いで、 」

「社会科学 （４４．０ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇してい」

る。

② 事業推進担当者１人当たりの平均論文数を見ると、現在５．３１件で申請時（５．０

３件）より０．２８件増加（申請時より５．５ポイント上昇）している。分野別の状況

を見ると 「人文科学 （３９．６ポイント）が最も高く、次いで「社会科学 （３５．、 」 」

９ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

【 】まとめ

複数の論文を発表している教員を有する拠点が採択されており、教員の論文数につい

ては、分野によっては若干減少しているケースも見られるが、全体で見ると増加傾向と

なっており、特に「人文科学 「社会科学」の分野などでは著しい増加傾向が見られ」、

る。

このことは、本プログラムの推進によって 「教員の研究活動の活性化が図られ、研、

究成果の質的、量的向上に役立っている」というアンケート結果を裏付ける一つの目安

とも言える。

また、本プログラムの目的で意図する「拠点形成」という側面からも、専攻等の組織

全体の研究活動の活性化が着実に図られつつある状況が窺える。

２．共同研究の実施状況

① 国内外の大学、研究機関又は企業等との共同研究の実施件数は、現在１４，７０７件

で申請時（９，６９４件）より５，０１３件増加（申請時より５１．７ポイント上昇）

している。分野別の状況を見ると 「人文科学 （１３４．４ポイント）が最も高く、、 」

次いで「化学、材料科学 （７５．２ポイント）の順となっており、全ての分野におい」

て大きく上昇している。

② 同国内の大学、研究機関又は企業等との共同研究の実施件数は、現在１０，９８７件

で申請時（７，２６９件）より３，７１８件増加（申請時より５１．１ポイント上昇）

している。分野別の状況を見ると 「人文科学 （１１２．４ポイント）が最も高く、、 」

次いで「化学、材料科学 （７２．６ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合」

で上昇している。

また、国内の大学、研究機関と企業等との別に、それぞれの共同研究実施件数を見る

と、全分野にわたって大幅に上昇しており、分野別の状況では、大学、研究機関では、

「人文科学 （１１７．０ポイント）が最も高く、次いで「情報、電気、電子 （７４．」 」

５ポイント 、企業等では 「化学、材料科学 （８４．５ポイント）が最も高く、次い） 、 」

で「人文科学 （８０．０ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇して」

いる。

③ 同国外の大学、研究機関又は企業等との共同研究の実施件数は、現在３，６９７件で

申請時（２，４２２件）より１，２７５件増加（申請時より５２．６ポイント上昇）し

ている。分野別の状況を見ると 「人文科学 （１９７．６ポイント）が最も高く、次、 」

いで「社会科学 （１０６．０ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇」

している。

また、国外の大学、研究機関と企業等との別に、それぞれの共同研究実施件数を見る

と、全分野にわたって大幅に上昇しており、分野別の状況では、大学、研究機関では、

「人文科学 （２００．０ポイント）が最も高く、次いで「社会科学 （１０４．８ポ」 」

イント 、企業等では 「情報、電気、電子 （３６６．７ポイント）が最も高く、次い） 、 」

で実施件数そのものは少ないが「人文科学 「機械、土木、建築、その他工学 （それ」、 」

ぞれ２００．０ポイント）の順で、それぞれ申請時より最も高い割合で上昇している。
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【 】まとめ

共同研究の実施状況については、全分野にわたって国内外の大学、研究機関又は企業

等との共同研究の実施件数が大幅に増加しており、特に「人文科学」の分野では著しい

増加傾向が見られる。

このことは、本プログラムの推進によって、分野を問わず 「国内外の大学、研究機、

関、企業等との共同研究、研究プロジェクトの推進に役立っている」というアンケート

結果を裏付ける一つの目安とも言え、大学と産業界等との新たな連携、協力体制が構築

され始めつつある状況が窺える。

３．シンポジウム開催状況

① 国内外のシンポジウムの開催状況は、現在３，０７８件で申請時（１，３６６件）よ

り１，７１２件増加（申請時より１２５．３ポイント上昇）しており、これに応じ参加

者数も大幅に増加（１５８．７ポイント上昇）している。開催数の分野別の状況を見る

と 「人文科学 （２９３．８ポイント）が最も高く、次いで「社会科学 （２６２．９、 」 」

ポイント）の順となっており、全ての分野において大きく上昇している。

また、外国人参加者数の分野別の状況を見ると 「人文科学 （５９１．８ポイント）、 」

が最も高く、次いで「医学系 （２０３．８ポイント）の順となっている。」

② 同シンポジウムの開催状況を国内と国外との別に、それぞれの開催数及び参加者数を

見ると、ほぼ全分野にわたって大幅に上昇しており、分野別の国内の開催数では 「社、

会科学 （２８２．７ポイント）が最も高く、次いで「人文科学 （２７７．８ポイン」 」

ト 国外では 人文科学 ５３３ ３ポイント が最も高く 次いで 医学系 ３）、 、「 」（ ． ） 、 「 」（

６２．５ポイント）の順で、それぞれ申請時より高い割合で上昇している。

【 】まとめ

国内外のシンポジウムの開催状況については、ほぼ全分野にわたって開催数及び外国

人を含めた参加者数が大幅に増加しており、特に、これまで、ややもすると情報発信が

立ち遅れていたという傾向も見られた「人文科学 「社会科学」の分野で大幅な増加」、

傾向が見られる。

このことは、本プログラムが、国際交流やシンポジウムの開催経費を対象としている

ことから、量的向上は当然のこととも言えるが、こうした機会の充実により、研究成果

の発信はもとより、大学院生を含めた若手研究者が主体的にシンポジウムの企画、運営

に参加することにより、その国際性の涵養や、自立性、研究意欲の向上にも大きな波及

効果を与えていることが推察される。


